
　

平
成
22
年
度
当
初
予
算
は
、

人
件
費
、
扶
助
費
な
ど
の
経
常

的
な
経
費
を
中
心
と
し
た
「
骨

格
予
算
」
と
し
て
編
成
し
ま
し

た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
地
域
産
業

や
市
民
生
活
を
取
り
巻
く
情
勢

は
一
段
と
厳
し
さ
を
増
し
て
き

て
い
る
実
情
を
踏
ま
え
、
緊
急

雇
用
対
策
事
業
な
ど
年
度
当
初

か
ら
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
必
要
最
少
限
の
政
策
的
な
経

費
も
当
初
予
算
に
盛
り
込
み
ま

し
た
。

　

こ
の
ほ
か
の
主
要
な
政
策
的

経
費
に
つ
い
て
は
、
６
月
議
会

で
市
長
が
定
め
る
施
政
方
針
に

基
づ
き
、
肉
付
け
予
算
と
し
て

編
成
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。

新
年
度
予
算
の
特
徴

①
市
民
の
安
全
・
安
心
な
暮
ら

し
を
守
る
こ
と

②
地
域
産
業
や
市
民
生
活
に
支

障
を
来
さ
な
い
こ
と

③
債
務
負
担
行
為
や
緊
急
雇
用

対
策
事
業
等
の
継
続
性

な
ど
の
観
点
か
ら
必
要
最
少
限

の
政
策
的
な
経
費
も
盛
り
込
む

こ
と
と
し
、
予
算
の
効
率
的
な

執
行
と
事
業
効
果
を
高
め
る
た

め
に
、

①
少
子
・
高
齢
化
な
ど
の
対
策

②
地
域
産
業
活
性
化
対
策

③
雇
用
対
策

④
環
境
保
全
対
策

⑤
教
育
環
境
整
備
対
策

⑥
共
生
・
協
働
な
ど
の
対
策

の
６
つ
の
対
策
を
中
心
に
、
新

た
な
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
市

民
目
線
で
取
り
組
み
ま
す
。

●
歳　

入

　

歳
入
面
で
は
、
長
引
く
景
気

低
迷
に
よ
る
厳
し
い
経
済
情
勢

に
よ
り
、
2.2
％
の
税
収
減
が
見

込
ま
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
歳

入
に
占
め
る
一
般
財
源
の
比
率

は
前
年
度
の
71
・
２
％
か
ら

67
・
５
％
に
低
下
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
市
債
残
高
に
つ
い
て

は
、
継
続
的
な
財
政
改
革
の

実
施
に
よ
り
、
平
成
22
年
度

末
に
は
、
約
18
億
円
減
少
す

る
な
ど
、
４
年
連
続
で
改
善

さ
れ
る
見
込
み
と
な
っ
て
い

ま
す
。
な
お
、
市
債
残
高
は
、

４
１
１
億
４
千
万
円
程
度
を
見

込
ん
で
い
ま
す
が
、
そ
の
５
割

程
度
は
、
返
済
時
に
地
方
交
付

税
で
財
源
を
措
置
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
事
業
を
選
別
し
、
市

債
発
行
を
抑
制
す
る
と
と
も

に
、
発
行
す
る
場
合
も
財
源
措

区　分 当初予算額 前年度
比　較

一般会計 37,835,000 千円 △ 1.0％

特

別

会

計

国民健康
保険事業 11,234,158 千円 △ 6.2％

老人保健 36,474 千円 △ 56.3％
後期高齢者
医療 609,295 千円 △ 36.8％
介護保険
事業 8,284,846 千円 2.6％

公共下水道
事業 941,262 千円 △ 45.5％

下水道 40,641 千円 △ 0.7％
輝北簡易
水道事業 59,447 千円 △ 0.6％
立小野簡易
水道事業 3,515 千円 64.5％

小　計 21,209,638 千円 △ 7.5％

合　　計 59,044,638 千円 △ 3.4％

区　分 予算額

収益的収入 1,667,736 千円

収益的支出 1,435,738 千円

資本的収入 28,035 千円

資本的支出 980,228 千円

の
計
上
と
し
た
こ
と
が
主
な
要

因
で
す
。

●
介
護
保
険
事
業

　

前
年
度
比
2.6
％
増
の
82
億

８
，
４
８
４
万
６
千
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
居
宅
介

護
サ
ー
ビ
ス
の
認
定
者
及
び
利

用
者
の
増
加
な
ど
に
伴
う
居
宅

介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付
費
の
増
が

主
な
要
因
で
す
。

●
公
共
下
水
道
事
業

　

前
年
度
比
45
・
５
％
減
の
９

億
４
，１
２
６
万
２
千
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。こ
れ
は
、骨
格
予

算
に
伴
い
、公
共
事
業
の
一
部
を

６
月
補
正
予
算
で
計
上
予
定
と

し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

●
水
道
事
業

　

水
道
事
業
会
計
予
算
は
、
収
入

源
と
支
出
用
途
の
性
格
に
よ
っ

て
、
収
益
的
収
支
と
資
本
的
収

支
に
分
か
れ
ま
す
。
収
益
的
収

支
は
水
道
事
業
の
経
営
活
動
に
、

資
本
的
収
支
は
水
道
施
設
の
整

備
事
業
に
充
て
ら
れ
ま
す
。

置
の
あ
る
有
利
な
も
の
を
選

び
、
将
来
に
わ
た
り
健
全
財
政

を
堅
持
す
る
よ
う
努
め
て
い
き

ま
す
。

●
歳　

出

　

新
年
度
予
算
の
中
か
ら
「
６

つ
の
主
要
な
対
策
」
に
か
か
る

事
業
の
一
部
を
５
ペ
ー
ジ
で
紹

介
し
ま
す
。

　

特
別
会
計
全
体
で
は
、
7.5
％

減
の
２
１
２
億
９
６
３
万
８
千

円
で
、
主
な
特
別
会
計
の
増
減

要
因
は
次
の
と
お
り
で
す
。

●
国
民
健
康
保
険
事
業

　

前
年
度
比
6.2
％
減
の
１
１
２

億
３
，
４
１
５
万
８
千
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
一
般

会
計
か
ら
の
特
別
繰
入
に
か
か

る
療
養
給
付
費
分
を
６
月
補
正

予
算
で
計
上
す
る
こ
と
と
し
た

た
め
減
と
な
っ
た
も
の
で
す
。

●
老
人
保
健

　

前
年
度
比
56
・
３
％
減
の
３
，

６
４
７
万
４
千
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。こ
れ
は
、後
期
高
齢
者
医

療
制
度
が
施
行
さ
れ
た
こ
と
に

伴
い
医
療
給
付
費
が
大
幅
な
減

と
な
る
こ
と
が
要
因
で
す
。な

お
、老
人
保
健
特
別
会
計
は
本

年
度
が
最
終
年
度
に
な
り
ま

す
。

●
後
期
高
齢
者
医
療

　

前
年
度
比
36
・
８
％
減
の
６

億
９
２
９
万
５
千
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
、
保
険
基
盤

安
定
負
担
金
に
か
か
る
広
域
連

合
納
付
金
を
６
月
補
正
予
算
で

■会計別予算額の内訳

■水道事業

６つつの主要な対策
❺教育環境整備対策

■田崎小学校校舎増改築防音併行
　事業　　　  　（1,703 万４千円）
■百引小学校校舎増改築事業
　　　　  　（６億3,878万２千円）
■輝北地区学校統廃合に関する
　中学校整備事業       （3,590万円）
■高等学校施設整備事業
　　　　　　　         　 （480 万円）
■学校給食センター施設整備事業
　　　　    （13 億 7,586 万９千円）

９月供用開始に向けて、整備が進む
「南部学校給食センター」

❻共生・協働などの対策

■町内会経費
　　　（１億 2,242 万８千円）

■農地・水・環境保全向上対策事業
　　　　     　　　 （752万８千円）
■住宅手当緊急特別措置事業
　　　　     　　　 （245万７千円）
■地域産業活動支援事業
　　　　　　       （1,025万５千円）
■スポーツ合宿誘致活動推進事業
　　　　　　　　 （216 万５千円）

スポーツ合宿の取組第１号として平成21年
度に誘致した「大東文化大学レスリング部」

予
算
編
成
に
当
た
っ
て

特
別
会
計
・

　
　

公
営
企
業
会
計❹環境保全対策

不法投棄などを防止するため「不法
投棄防止対策事業」を実施

■ごみ減量・リサイクル事業
　　　　　　   　        （5,915 万円）
■不法投棄防止対策事業
　　　　　     　     （760 万６千円）
■資源物再商品化事業
　　　　　　　           （3,250 万円）
■畜産環境センター事業
　　　          （１億 6,301 万７千円）
■小型合併処理浄化槽設置整備事業
　　　          （１億 7,751 万３千円）

ふるさと雇用再生事業を活用して平成 21
年度に発足した「安全・安心パトロール隊」

❸雇用対策

■定住自立圏構想推進事業　　　
　　　　　　     　 （194万８千円）
■地域ブランド創出推進事業　　
　　　　　　 　　（131 万９千円）
■畜産経営活性化対策事業　　　
　　　　　　　  （1,181 万７千円）
■防衛施設民生安定事業　　　　
　　　　　　　  （7,447 万９千円）
■鹿屋内陸工業団地造成事業　　
　　　　　　　　　　 （330 万円）

防衛施設民生安定事業を活用して建
設中の「市道上田崎線」

❷地域産業活性化対策

■子ども手当費　　
  　　　　   （21億2,109万３千円）
■児童扶養手当費　　
　　　　  　（６億9,183万５千円）
■保育対策等促進事業　
　　　  　　（１億1,026万２千円）
■はり・きゅう施術助成事業
　　     　　　　　　　 （781万円）
■健康診査・がん検診事業
　　　  　　（１億2,761万５千円）

子育てができる環境整備を推進する
ため「保育対策等促進事業」を実施

❶少子・高齢化などの対策

■緊急雇用「公文書電子化事業」
　　　　　　　　　  （1,337 万円）
■緊急雇用「農業振興地域整備促 
　進事業」　　　　    （1,890 万円）
■緊急雇用「観光案内事業」　　
　　　 　　　　　（239 万２千円）
■ふるさと雇用「安全・安心パト
　ロール事業」　（1,950万１千円）
■ふるさと雇用「商店街活性化事
　業」      　　　   （2,407万６千円）

平成 22年度一般会計当初予算特集
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